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 時間の関係で、財政課長にだけちょっとご質

問いたします。 

 27年度の予算で委託して台帳整備を行ったと。

これはほとんど整備になったということで理解

していいのか、それとも、主な施設を、今まで

あった台帳をそのまま移行したものなのか。本

来であれば、再調達価格や減価償却額なども入

れ込むことが求められると思いますが、その辺

はどうですか。 

○渋谷佐輔議長 渡邊洋男財政課長。 

○渡邊洋男財政課長 27年度業務で、建物、土地

とかにかかわらず、例えば防犯灯とか、あらゆ

る資産、国が考える資産について抽出して、収

集しております。その中で、取得年次とか、い

ろいろ不明な部分、あと、考え方で、無形、形

のないようなものもございますので、そういっ

たものと、あとは、今年度新たに、昨年度の業

務終了後に収集された、あるいは廃止された、

そういったものについての補完業務ということ

で、今年度しておるところでございます。ほぼ

終了したものと思ってございます。 

○渋谷佐輔議長 ２番、浅野敏明議員。 

○２番 浅野敏明議員 わかりました。 

 建設部門でやってる長寿命化計画のように、

例えば10年スケールで、何年にどういった修繕

をするとか、そういったスケール的な計画は入

れ込んでないということで理解してよろしいで

すか。 

○渋谷佐輔議長 渡邊洋男財政課長。 

○渡邊洋男財政課長 あくまで固定資産台帳でご

ざいますので、やはり事項を項目立てをしまし

て、そこに、例えばどういった展開をとか、そ

ういったものは可能だとしても、メモ的に、例

えば修繕の情報とかもそうですけども、入れる

ぐらいかなと今の時点では考えてございます。 

○渋谷佐輔議長 ２番、浅野敏明議員。 

○２番 浅野敏明議員 以上で質問を終わります。

ありがとうございました。 

 

 

 内谷邦彦議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 次に、順位２番、議席番号４番、

内谷邦彦議員。 

  （４番内谷邦彦議員登壇） 

○４番 内谷邦彦議員 創生会の内谷邦彦でござ

います。 

 通告書により、ホストタウン構想についてと、

新しい人の流れをつくる取り組みの２点につい

て質問いたします。違っているところなど、あ

りましたら、ご指摘、ご教授いただきたく、よ

ろしくお願いいたします。 

 まず、ホストタウン構想について。 

 本日の山形新聞の18面にも出ておりましたが、

７月21日の全員協議会にて、総合政策課課長よ

り、2020年東京オリンピック・パラリンピック

競技大会での長井市におけるホストタウン誘致

事業について説明があり、ホストタウンについ

て調べてみました。1994年、42カ国が参加し、

開始された広島アジア競技大会における広島市

内各地区の公民館単位で行われていた一館一国

運動が原点で、1998年、長野オリンピックにお

いて一校一国運動が再度検討されましたが、そ

の際、教師の多忙化、国際交流の難しさ、誘致

段階で子供たちに作文や絵などを描かせたこと

により、市議会で子供たちを動員しているとの

発言が教育長にあったことなど、当初反対する

声が多かったが、長野青年会議所などの働きに

より、推進された運動であり、成功をおさめま

した。 

 10年以上たった今日でも継続されており、象

徴するイベントとして、子供たちの国際交流発

表会を１年に１度、オリンピック大会の開催月

であった２月に開催されています。ただし、継

続されてきた一番の要因は、長野オリンピック
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大会時に集まった基金があることが上げられま

す。その後、シドニー、ソルトレイク、トリノ、

北京といった夏季、冬季の隔てないオリンピッ

ク大会で継承されてきております。 

 一方、今回のホストタウン構想について、平

成26年６月、経済財政運営と改革の基本方針

2014の閣議決定により、2020年オリンピック・

パラリンピック東京大会開催に向け、全国の自

治体とオリパラ参加国が地域との人的、経済的、

文化的な相互交流を図るとともに、スポーツ立

国、グローバル化の推進、地域の活性化、観光

振興などに資する観点から、ホストシティ・タ

ウン構想を推進するとしています。事前合宿の

誘致や選手との交流を実施する自治体がホスト

タウンとして登録することで、一部費用につい

て政府が財政支援を行う、人材派遣、情報提供

が受けることができるとされており、2016年１

月に第一次登録となる25都道府県の44地域が登

録されており、山形県では上山市が2015年世界

陸上の際、蔵王坊平アスリートビレッジにて事

前合宿を行ったポーランドとの交流から一次登

録され、山形市、鶴岡市が第二次登録されてお

ります。 

 市長に伺います。今回、第一次、第二次では

なく、第三次登録申請を行う理由をお聞きした

い。 

 次に、平成26年９月30日、内閣官房より、都

道府県市区町村にオリンピック・パラリンピッ

ク東京大会におけるホストシティ・タウン構想

にかかわる自治体における国際交流の取り組み

についてのアンケートがあったと思います。ホ

ストシティタウンの取り組みを実施する意向は

あるかとの問いかけがあり、回答として、１番、

あり、２番、検討中、３、なしにはどのように

回答されてきたのかと、その理由を伺いたい。 

 次に、教育長に伺います。本事業について、

長井市内小・中学校の参加はどのように考えて

いるのか。 

 総合政策課課長に伺います。長井市を世界に

発信するとの説明がありましたが、今後、ホス

トタウン構想に賛同する自治体がふえた場合、

ブラジルリオオリンピック・パラリンピックで

は、オリンピックが204の国と地域で１万500人

が参加、パラリンピックが178カ国、4,350人参

加となっております。日本各地でホストタウン

として名乗りを上げた場合、長井市での活動が

埋没してしまう可能性が高いのではないか。ど

のように考えるのか、お聞かせください。 

 ２番目の項目に移ります。平成28年度施政方

針の中での新しい人の流れをつくる取り組み。 

 移住交流事業の推進として、長井市の魅力と

移住交流を促すため、情報発信に取り組むとと

もに、首都圏で開催される移住セミナーや移住

フェアへの出展に積極的に参加してまいります

とあります。本年度予算書を確認しました。２

款総務費、１項総務管理費、ふるさと交流定住

事業、予算額75万7,000円とありますが、市長

に伺います。ほかに予算化されている事業、も

しくは計画されている事業があるのか伺いたい

ので、よろしくお願いいたします。 

 2015年11月１日、「あやめＲｅｐｏ」での数

値目標、基本目標２、長井市への新しい人の流

れをつくる、転入者現状値、過去３年間656人、

目標値、平成31年700人とあります。山形県社

会的移動人口調査、市町村、男女別及び世帯数、

増減数、増減率で確認しますと、平成26年10月

から平成27年９月までで長井市を見たとき、出

生190人、死亡409人、自然増減マイナス219人、

転入者、県内372人、県外248人、計620人、転

出者、県内407人、県外326人、計733人、マイ

ナス113人、年間332人の減。直近の１月から６

月で見た場合、出生80人、死亡224人、自然増

減マイナス144人、転入者392人、転出者506人、

マイナス114人、258人の減となっております。

この数値から出生率を上げ、自然減の数値を下

げることが近々の課題と思います。 
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 市長に伺います。出生率目標値の2.07に向け

ての現在の取り組み、動きについて伺いたい。 

 次に、厚生参事に伺います。直近、ことしの

１月から６月までに転出が506人いますが、506

人の年齢構成がどのようになっているのか。 

 地域づくり推進課長に伺います。「あやめＲ

ｅｐｏ」での数値目標、転入者、現状値、最近

３年間656人、目標値、平成31年700人とありま

す。この数字に関しては、全年齢での数値と考

えますが、現在試算した場合、若者の移住者が

年間何人来れば人口減少が穏やかになると考え

るのか、目標値はあるのか、伺いたいのですが、

いかがでしょうか。 

 長井市人口ビジョン（案）を確認しますと、

平成26年の人口ピラミッドでは、60歳から64歳、

いわゆる団塊の世代の人口が多く、逆三角形の

形ではありますが、15歳から19歳の人口が若干

多く、完全な逆三角形とはなっておりません。

平成52年の予測人口ピラミッドでは完全な逆算

角形に近い形、老人人口が一番多く、生産年齢

人口でも年齢の高いの人の人口が多くなってお

り、さらに年少人口が少ないとの予測がありま

す。 

 地域づくり推進課長に伺います。移住を促進

するための事業として、空き家を利活用するた

めの情報提供などを行う空き家バンクについて

の現状の状況を確認させていただきたい。田舎

暮らし体験ハウスについて、実績及びその後の

状況。移住相談員としての移住コンシェルジュ

の活動内容、移住コンシェルジュの守備範囲に

ついて、どのようになっているのか。住居、就

職、子育てなどの情報提供や支援制度について、

どの程度まで対応しているのか。 

 ６月の一般質問で企業誘致として、また、山

形県の事業の中で、Ｕターン、Ｉターン事業に

ついて質問させていただきましたが、今行って

いる宅地造成などは、近隣市町村からの定住を

目指している事業と考えます。近隣からの移住

も大事と思いますが、近隣より、やはり都会の

若者が長井に移住できるような方策を立てるべ

きと思います。そのために今必要なことは何か

を考えることが一番大事ではないかと思います

が、いかがでしょうか。 

 以上で、壇上からの質問を終わります。ご清

聴ありがとうございました。（拍手） 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 内谷邦彦議員から大きく２点、

質問いただきました。私のほうからは、４点ほ

どお答えをさせていただきたいというふうに思

います。 

 まず最初、ホストタウン構想についてでござ

いますけれども、議員からは、今までの国内で、

例えば長野のオリンピックであったり、あるい

は冬季オリンピックですね、それから、広島の

アジア大会等々でのさまざまな取り組みなどの

ご紹介いただきました。日本では、昭和39年の

東京オリンピックがあるわけですけども、当時、

我々も全くそういう国内でのホストタウンとか、

事前合宿というのは記憶にありませんし、その

当時の国内でのさまざまなオリンピックの取り

組みについては、恐らく余りなかったんだろう

なというふうに思っております。 

 この東京オリンピック、2020年のオリンピッ

クについて、ようやくリオのオリンピックが終

わって、国内でもマイナスの部分じゃなくて、

プラス思考でのさまざまな議論がされ出してき

たなと思っております。これが恐らく2020年の

直前の19年、18年あたりから相当盛り上がって

くるんだろうと。ですから、やはり国のほうで

は、明らかに2020年の東京オリンピック・パラ

リンピックを一つの日本のデフレの脱却のまず

到達目標にしてますし、それまでにＧＤＰを何

とか少しでも上げていこうと。加えて、外国の

観光のお客様、インバウンドという言い方して

ますけども、そのインバウンドのお客様を

2,000万人、27年度は達成したわけですけども、
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それを4,000万人ということで、これは前倒し

してるんですね。最初は、2020年、2,000万人

の目標だったのが、26年、27年でどんどんふえ

て、もう2,000万人達成したんで、倍の4,000万

人と。そのときの、じゃあ、日本全体、東京オ

リンピック・パラリンピック、そして、インバ

ウンドで外国の観光客が4,000万人。それをイ

メージしますと、私ども山形県はもちろん、東

北にも相当のさまざまな盛り上がりがあるし、

多くの外国の交流客、観光客がいらっしゃるん

だろうと。もうそれを想定した場合に、私ども

も長井市として東京オリンピック・パラリンピ

ックに参加しなきゃいけないと、こういうふう

に常々思っておりました。 

 そんな中で、議員からもありましたように、

平成27年の11月に閣議決定で、当時の山形県の

１区出身の遠藤利明オリパラ大臣によるホスト

タウンの参加呼びかけというのが、たまたま11

月に全国市長会の理事幹事会の中でございまし

て、私も出席しておりまして、ぜひやってくれ

と、手を挙げてくださいというような呼びかけ

がございました。そういう動きがあるんだなと

いうふうに、そこで私は感じたところでござい

ました。 

 したがいまして、２点目の部分の平成26年９

月30日付で内閣官房より照会があった意向調査

については、残念ながら、その当時の市の担当

者は、とてもとても長井市クラスで東京オリパ

ラに、ホストタウンに手を挙げることは難しい

んだろうなと漠然と多分思っていたと思うんで

す。回答してないということでございました。 

 これはこれでしようがないなというふうに思

ってますが、恐らく今回、三次募集でなぜ手を

挙げたのかということなんですが、これは29年

度も、私、30年度ぐらいまで続くんじゃないか

と、多分10次募集とかぐらいまでやって、相当

程度、国内の盛り上げとオリパラに全国の市町

村も参加してくださいということの呼びかけが

あるというふうに思ってます。そして、大切な

ことは、オリンピックというのは、オリンピッ

ク憲章というのがあるんだそうですけども、そ

の中で言われているのは、スポーツの祭典だけ

でないと。スポーツと文化の祭典で、今回のリ

オのオリンピック・パラリンピックについては、

ブラジルの国内の事情もあると思うんですが、

文化プログラムがほとんどなかったそうですが、

ご承知のとおり、４年前のロンドンのオリンピ

ックでは、スポーツの祭典だけではなく、文化

のプログラムが相当あって、イギリス中が、各

小さい村に至るまでオリンピック・パラリンピ

ックで相当盛り上がったと。これは文化事業で

すね。ですから、そういったところも、８月に

東京オリンピック・パラリンピックの大臣のほ

うに訪ねたときに、担当の参事官とお会いして

いろいろ話したら、文化プログラムもこれから

だというんですね。それから、オリパラのホス

トタウンなども具体的にはこれからもっともっ

と推進するという話でしたので、私どもとして

は、一次がやっぱり上山市は情報持ってたと思

うんですね。ですから、いち早く手を挙げたと。

あと、やっぱり上山にはすばらしい陸上の施設

がございました。あと、宿泊施設も整っている

ということで、ポーランドと事前に協議して、

オーケーだったということだと思います。 

 その後の山形市と鶴岡市は二次募集で、山形

と鶴岡も事前に準備してて、これ、勝手に手を

挙げるわけにはいかないんですね。きょうの山

形新聞にも載っておりましたけども、当然大使

館とのやりとりやら、直接、私どもとしてはド

イツと中国は姉妹都市であったり、友好都市と

いうことで、30年来のつき合いがあるんですが、

例えばドイツを一番最初、私ども、したかった

んですけども、ドイツの場合、一次募集、二次

募集の段階で、全国の手を挙げている市町村、

加えて県も手を挙げてるんですね。ドイツとい

うふうに県で挙げている、実は西のほうの県が
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あるんです。やっぱりドイツ全体を県でやるぐ

らいの大きい国ということなんですね。ですか

ら、私どもとしては、冬季オリンピックだった

ら、スキーの縁でバート・ゼッキンゲンとつな

がりがありましたので、恐らく私どもが手を挙

げれば、ドイツもうまくいくだろうと。しかし、

それ以外の部分、つき合いがないということで、

これからだと。あと、中国も余りにも多過ぎま

すんで、大き過ぎるんで、これも山形県自体が

ホストタウンとかにまだ全然手を挙げてません

ので、私どもとしては、まずは人的なつながり

があって、あとは、タンザニアの選んだ理由の

一つとして、山形県に、国内で唯一、タンザニ

アの大統領が来県したことがあるんだそうです。

タンザニアの協会が山形県にあるんですね。し

たがって、ライバルが余りいないと。選手団も

10名程度だというふうに聞いてます。 

 タンザニアはアフリカの中では貧しい国だと

言われてますが、人口は五、六千万人ぐらいで、

非常に人柄というか、国民性が非常にすぐれて

いるので、これから非常に伸びる国と言われて

いまして、それがたまたま長井市内の河井地区

に青年海外協力隊で行かれた方がいらっしゃっ

て、タンザニアの国の方と、女性と結婚して、

こちらに家庭を持ったということで、それを私

はよく知っておりましたし、そのタンザニアの

方も、女性の方も非常に元気で頑張っておりま

す。本当にこういう個人情報で恐縮なんですが、

そのお子さんが市の職員としておりますので、

これはぜひ進めなきゃいけないということで、

今準備を進めて、三次募集に手を挙げたと。 

 したがいまして、今後四次、五次、六次、ず

っと続く中で、ドイツとか、あるいは中国、さ

らには市民のつながりの中にはいろんな国のつ

ながりがあるはずですんで、もしどこどこの国

とやるべきだというような、議会から、あるい

は市民の方からご提言とか、あるいは人のつな

がりをご紹介いただければ、ぜひ手を挙げてい

きたいと。なおかつ、ホストタウンとか文化プ

ログラムは、直接支援じゃないんですが、大体

５割ぐらいは交付税措置があると言われており

ます。生涯学習プラザの施設も30年来たちまし

て、これも実は公共施設整備計画の中には詳し

く上げてないんですが、本来であれば大規模改

修して、もっと充実しなきゃいけない時期なん

ですね。オリンピック基準にするために、そう

いった施設整備についても支援があるというこ

とでございまして、その辺も可能性を探ってい

きたいというふうに思っているところです。 

 続きまして、３点目の平成28年度の施政方針

での新しい人の流れをつくる取り組みについて

でございますが、私のほうからは、ふるさと交

流定住促進事業以外の事業、どんなものがある

かということでございます。 

 新しい人の流れをつくる取り組みといたしま

しては、ふるさと交流定住事業ということで、

おかげさまで長井出身の方を中心に、この10月

に、長井市始まって以来、実は首都圏を初めと

した山形県長井市出身の県人会といいますか、

そういうのは長井市、残念ながらありませんで

した。置賜の中では一番大きいそういう市出身

の方でやっているのが南陽市で、東京南陽会と

いうのがありまして、会員が何と4,200名。そ

れ以外にも、米沢市と長井市以外は全てあるん

ですね。米沢と長井市がなくて、この間、山形

県の東京県人連合会の総会に私、お邪魔したと

きに、これは大きい市は、都会的な市はないん

だと。だから、米沢市と長井市はないだろうと。

だけど、町とか村はやっぱり長井出身というか、

その出身の人たちが東京に行ったらみんなで情

報交換して助け合ったものだと。だけど、そう

いう大きいまちはそんなことする必要がないの

で、ないんだそというふうに慰めていただきま

したけれども、おかげさまで、この10月につく

っていただくことになりました。 

 やはりふるさと納税はもちろんですが、友達
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とか家族、ご自身の家族もぜひ長井に、山形に

来ていただいたり、あとは、企業誘致とか、さ

まざまな経済的なメリットの部分で情報等々が、

いろんな人の人脈も紹介いただくということで、

応援大使とサポーター制度ということをやって

きまして、ようやくそれが一番の目的は達成し

つつあるんですが、それ以外に、建設課の定住

促進補助事業、先ほどもございましたけれども、

あと、商工観光課の起業・創業支援事業補助金

に加えまして、これは外からの、あるいは市外

の企業でもいいんですが、土地を取得して、あ

るいは建物を取得して設備投資をしますと、大

体２割ぐらいを補助金として交付するという画

期的な、この周辺ではそういう制度ございませ

んので、画期的な制度で、そういうことをやっ

ておりますし、現在、産業活力推進課で進めて

おります新規就農関連の支援制度等がございま

す。これについては、広く市民の方も対象にし

ておりまして、移住者に特化した制度ではござ

いませんけれども、移住に当たって住まいを取

得する際や、起業や就農の際に活用いただける

制度ですので、新しく設立するふるさと応援長

井会や移住関連のイベントでのＰＲを行いなが

ら、新しい人の流れに対応してまいりたいとい

うふうに考えております。 

 最後のご質問でございますけれども、出生率、

目標値の2.07に向けての取り組みということで

ございます。 

 まず、合計特殊出生率って、これ、言ってる

んですが、これはどういうことかということで

すと、15歳から49歳までの女性の年齢別出生率

を合計したものだということで、１人の女性が

その年齢別出生率で一生の間に生む赤ちゃんの

数ということでございます。 

 私どもも2030年に合計特殊出生率2.07人の達

成を目指しております。長井市では、昭和、た

しか、57年が2.07人だったんだそうですね。そ

れがどんどんどんどん下がって、現在は1.62と

いうことで、山形県内でも高いんですね。これ、

なぜ下がったかという理由がいろいろあるんで

すけども、実際、今小学校、中学校の保護者の

方を見てみますと、一人っ子という家庭は余り

いらっしゃらない。大体２人か３人が多い。４

人、あるいは５人というのも珍しくはないんで

すけども、考えますと、減った理由というのは、

結婚されない方がどんどんふえているというこ

とも一つあるなというふうに思っておりますし、

これらのことを総合的にやっぱり考えて、対応

していかなきゃいけないというふうに思ってお

ります。 

 今回の総合戦略では、基本目標の第１として、

若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえ

るということ、あと、２点目が長井市への新し

い人の流れをつくるということを上げておりま

して、リーディングプロジェクトで特色ある長

井の教育の展開と子育てワンストップ体制の整

備、移住、定住関連施策のパッケージ化の事業

について重点的に予算を配分し、事業を推進し

ているところです。 

 今年度、28年度における主な取り組みといた

しましては、婚活事業の基幹事業となります婚

活サポート委員会への委託料を充実したところ

でございます。具体的には、28年度の委託料総

額を101万4,000円といたしまして、前年度と比

べて40万3,000円増額しております。何だ、そ

れだけかということなんですが、なかなかこれ

が成果を上げるのは難しいんですが、やっぱり

長い取り組みが重要だということで、頑張って

いるところです。これまで共催しておりました

長井仏教会との寺コン、あるいは商工会議所の

青年部の婚活事業に加えまして、新たな独自事

業として、趣味が共通する若者限定のパーティ

ーや、首都圏の若者とのパーティーに取り組み

ますとともに、サポーターのお見合い活動費も

増額いたしまして、結婚しやすい環境を積極的

につくっていきます。こういったことでは、い
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ろんなアイデアをお出しいただきたいと思うん

ですが、最近では、トレッキングとか山登りな

んかも趣味の女性の方も多いということでござ

いますので、長井は手ごろな山がございますん

で、ぜひ首都圏から、市外から若い女性を、山

ガールをいっぱい募集して、それで、山登りで

親しくなるというようなことも考えていきたい

と。 

 また、移住交流事業の促進のため、首都圏で

開催される移住セミナー等への積極的な参加も

行っております。魅力ある住環境の整備として

は、定住促進補助事業、住宅新築・増改築補助

事業、住宅リフォーム補助事業などの定住促

進・住環境改善支援事業などに引き続き取り組

むとともに、さらに充実させていきたいと思っ

てます。子育て環境の整備といたしまして、喫

緊の課題である病児保育の整備も西置賜では初

めて、来年の１月あたり、開設できるのかなと

思っているところです。出産、子育ての経済的

負担の軽減については、認可外保育所から認可

保育所となるあおぞら保育園や小桜幼稚園につ

いても、現在の認定こども園利用児童と同様に、

保護者の経済的負担の軽減を図っております。

加えて、今後、２子、３子のさまざまな支援な

ども来年度から取り組んでまいりたいと思って

ます。 

 あと、教育というのは非常に重要なんですけ

ども、特に私ども、英会話教育の充実を図ると

いうことで、26年は２人だった外国語指導助手

を昨年は３人、ことしは６人、来年か再来年に

は８名まで。加えて、小学校の高学年で、スカ

イプということで、フィリピンの英会話教師と

１対１で、マンツーマンでできるようなことも

今回補正でお願いしておりますので、そういっ

たことをして、少なくとも、まずは、一つは、

2020年に外国人たくさんいらっしゃるときに、

子供たちが外国人見たら、怖がらず、話しかけ

ることができる、そういう英会話力をつけても

らいたいというふうに思ってます。 

 それ以外にも、コミュニティスクールとか、

アクティブキッズとか、さまざまな取り組みな

どをしておりますが、重要なのは、外からいら

っしゃるときに、やっぱり仕事ですよね。どう

いう仕事があるか。ですから、長井では、製造

業中心に頑張っている企業たくさんありますし、

いろんな人材募集してますから、そういう人た

ちのマッチングと、あと住まい。やっぱり空き

家などもうまく活用できたり、あとは、市のほ

うでリフォームするときにはこういう有利な制

度、そして、あとは環境ということで、教育、

子育て、それから文化、スポーツ、生きがいを

生かせる、生きがいづくり、趣味を生かせるよ

うな環境にあるかどうかとか、あとは、都市機

能も非常に重要だと思ってますんで、今度進め

る複合施設ですね、多機能型図書館中心とした

子供の遊戯施設、屋内のスポーツ施設なども充

実させていくことが重要だというふうに思って

おります。 

○渋谷佐輔議長 平田 裕教育長。 

○平田 裕教育長 初めて答弁席に立たせていた

だきます。どうぞよろしくお願い申し上げたい

というふうに思います。 

 私のほうからは、内谷議員さんからありまし

たホストタウン構想にかかわりまして、本事業

での市内小・中学生の参加について、どのよう

に考えているかというご質問にお答えさせてい

ただきたいというふうに思います。 

 ご案内のとおり、ホストタウン構想につきま

しては、その登録申請時に具体的な交流計画、

これが必要となってまいります。第一次で登録

されました市や町の交流計画の概要を見てみま

すと、例えば青少年の健全育成等とかかわらせ

ながら、選手によるスポーツ教室、あるいはス

ポーツ自然体験交流、それから、相手国の文化

の学習、さらには、小・中学生による歓迎、応

援などが上げられてございます。 
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 当市におきましては、オリンピック選手、オ

リンピアン、それからパラリンピアンとの交流

につきまして、例えば小・中学生を対象とした

選手による講演、あるいは土曜学習会等での競

技体験などが考えられるかなというふうに思っ

ております。また、文化交流といたしましては、

相手国の言葉、言語ですね、それから、文化の

学習、それから、日本の伝統文化、これらを見

ていただくなど、さまざまな交流活動が考えら

れるところでございます。 

 そうしたことを踏まえながら、交流計画の策

定に当たりましては、小・中学生による文化交

流、スポーツ交流などの具体的な活動につきま

して、教育委員会の中で十分検討して進めてま

いりたいというふうに考えているところでござ

います。 

○渋谷佐輔議長 竹田利弘総合政策課長。 

○竹田利弘総合政策課長 内谷議員からご質問の

ありました日本各地で多くの団体が名乗りを上

げた場合、長井市での活動が埋没してしまう可

能性が高いのではないかという点についてお答

えいたします。 

 内谷議員からもご案内のとおり、国では、参

加国地域との人的、経済的、文化的な相互交流

を図る地方公共団体をホストタウンとして登録

し、全国に広めることとしております。長井市

におきましても、市民の皆様がオリンピアンや

パラリンピアンの方々との交流を通じ、スポー

ツのすばらしさを知ったり、大会参加国の方々

との交流を通じ、外国を知り、長井のよさを伝

えるため、ホストタウンに、この第三次登録を

目指しております。 

 ホストタウンにつきましては、ことし１月の

一次登録では44件、６月の二次登録では47件、

合わせて、全国各地で91件が登録されておりま

す。また、参加国が200カ国にも上るため、国

では、本市で目指しております第三次申請以降

も、当面の間は登録申請を続けていこうと考え

ているとの情報もございますので、今後数多く

の地方自治体が登録申請を行うことも当然考え

られます。 

 ホストタウンに登録されますと、日本国全体

の情報として世界に向け発信されることから、

この事業に取り組む目的の一つとして、長井市

を国全体の情報の一環として発信していただき、

世界に知ってもらうという側面もございます。

やはり長井市単独ではなかなか世界に向けて長

井のことを発信するというのは難しいですので、

国全体の中では、ごく一部となると思いますが、

やっぱり知っていただく絶好の機会となると思

います。 

 また、日本各地で多くの自治体がホストタウ

ンに名乗りを上げた場合、数多くの中で埋没し

てしまうのではないかという懸念でございます

が、ただ、数が多くなればなるほど、情報は太

くなると思われます。より深く、より遠くまで

情報が太ければ太いほど届くということも考え

られますので、少ないから目立つというのだけ

でなく、その情報の多さを生かして広く皆様に

伝えていきたいと、長井がホストタウンになっ

たことを伝えていきたいというふうにやってい

きたいと思います。 

 また、全国の市町村のうち、本市を含め350

ほどの団体で、東京オリンピック・パラリンピ

ック地域活性化推進市長連合を結成いたしまし

た。これは、各自治体が連携し、海外から訪れ

る方々に広く各自治体をＰＲし、地元への誘客

に結びつける活動を行う目的で集まった団体で

ございます。この団体の活動を通じ、長井の取

り組みを効果的に幅広くＰＲしていきたいとも

考えております。 

 10月に申請を予定しております計画書につき

ましては、ほかではない、長井市の地域資源な

どを生かした長井市ならではの交流を前面に打

ち出せるよう、競技団体や各種関係団体と協議

を重ねながら検討、作成してまいりたいと存じ
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ます。 

○渋谷佐輔議長 松木幸嗣厚生参事。 

○松木幸嗣厚生参事 内谷議員からご質問ありま

した転出者506名の年齢構成についてお答えい

たします。 

 ゼロ歳から９歳まで44名、10歳代が63名、20

歳代が最も多くて224名、44.3％ほどになるよ

うであります。30歳代が91名、40歳代が36名、

50歳代が23名、60歳代が13名、70歳代が４名、

80歳代が６名、90歳代以上が２名ということに

なってます。 

○渋谷佐輔議長 松木 満地域づくり推進課長。 

○松木 満地域づくり推進課長 それでは、私の

ほうには、大きく２番目の平成28年度施政方針

での新しい人の流れをつくる取り組みについて

ということで、この中で、４点ほどのご質問を

いただいておりますので、順次お答えをさせて

いただきたいと思います。 

 まず、最初の若者の移住者が何人来れば、人

口減少が穏やかになるのかについてお答えをさ

せていただきます。 

 まず、平成27年度の本市全体の転入者は652

人となっております。最近は、この程度、同程

度の転入者で推移しております。その中で、昨

年から転入者に対して市民課の窓口で行ってい

るアンケート調査がございます。その中で、移

住者というふうなことで定義づけできる方が

126名ございました。転入者のうちの約２割の

方が移住者というふうなことで考えてございま

す。総合戦略で示す平成31年度の転入者の目標

値を700人としておりますが、これは将来目標

として転入者と転出者の差がプラス・マイナ

ス・ゼロのバランスをする年次を2030年度、平

成42年度というふうなことで掲げてございます

ので、その途中経過の数値として、31年度で

700人というふうなことで、目標値を示してい

るものでございます。 

 これを達成するためには、同じ状況が続くと

仮定して、あと50名程度の転入者の方を受け入

れるというふうなことで施策を講じていく必要

があるというふうに考えてございます。この施

策を講ずるに当たっては、先ほど市長からもご

ざいましたように、若い方々を対象とした施策

をとっていくことが大事だというようなことで

考えてございます。 

 人口減少の緩和につながるための移住者の目

標値につきましては、特に設定はしてございま

せん。この700人の転入目標値をまず当面の目

途として、施策の効果測定を図っていきたいと

いうふうに考えてございます。そのために、長

井市ではシティプロモーションとして、天然水

100％の子育てライフということを前面に掲げ

て、若者世代の移住をＰＲしていくとともに、

ベビーボックス事業や、先ほどからもございま

した関係各課でのさまざまな施策を講じて取り

組んでいくというようなことで考えてございま

す。 

 次の５番目の空き家バンクの現在の状況とい

うことでございます。 

 現在検討を進めてございます空き家バンクに

つきましては、空き家物件の情報を移住を希望

する方や空き家の利用を希望する方に本市が紹

介をして、空き家の利用促進を図る制度でござ

います。 

 現在空き家情報を保有する建設課、あとは空

き店舗などの情報を持つ商工観光課などと連携

をしながら、第三者の活用を希望する空き家、

空き店舗の所有者の方と借りたい、譲りたいと

いうふうなことで考えていらっしゃる方々との

マッチングをする仕組みについて現在検討して

おります。市が初期窓口となって空き家物件を

ホームページ上で紹介をすることを想定してお

りますが、空き家所有者と空き家利用希望者を

つなぐには、専門的な知識を持った不動産業者

等の知識も必要となりますので、その点につい

ても現在準備を進めているところでございます。
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個人の財産にかかわるデリケートな問題でもご

ざいますので、丁寧な対応をしてまいりたいと

いうふうに考えてございます。 

 続きまして、６番目の田舎暮らし体験ハウス

の実績及び状況はどのようになっているかとい

うふうなことでございますが、移住・定住体験

ハウスにつきましては、移住、定住の推進を図

るために、長井での暮らしを一定期間、みずか

ら体験していただき、雰囲気や移住生活の実現

を確かなものにしていただくことを目的にしま

して、平成24年度から移住に興味のある方々を

対象として提供を行っております。 

 平成24年度につきましては１組１名、平成25

年度は７組25名、平成26年度におきましては12

組32名の方々、あと、平成27年度につきまして

は13組26名の方々の利用がございました。その

中で、これまで２名の方が、利用された方で移

住をしていただいております。一定のこの移住

体験ハウスというふうなところは効果があるの

かなというふうに考えているところでございま

す。 

 今年度につきましては、体験ハウスとして使

用させていただいておりました桜湯の別館の所

有者が変更になりまして、４月からはこの受け

入れを停止をしておりましたが、新たな所有者

となりました方と協議を重ねて、ご承諾をいた

だき、11月からまた再開をするというようなこ

とで予定をしてございます。 

 あと、それでは、最後の質問の７番目、移住

コンシェルジュの活動内容についてというふう

なことでございます。 

 移住のコンシェルジュの方については、移住

希望者の円滑な受け入れを行うために、さまざ

まな支援に取り組んでいる団体、または個人を

長井市移住定住コンシェルジュとして委嘱して、

本市での新生活に関する情報提供、アドバイス、

地域の紹介、案内等の支援を行って、移住、定

住の促進及び地域の活性化を図ることを目的と

して考えてございます。加えて、移住希望者の

相談に応じて、不安や悩みを解消する相談役や

地域住民と移住希望者の橋渡し役になっていた

だくことを想定してございます。 

 移住希望者の移住目的によって相談内容も変

わることから、起業の支援、あと新規就農の支

援、あとは田舎暮らしの支援、あとは日々の生

活の支援というふうなことで相談に乗っていた

だけるようなコンシェルジュの方々を委嘱した

いというふうに考えてございまして、現在１名

の方から内諾をいただいているというような状

況にございます。 

○渋谷佐輔議長 ４番、内谷邦彦議員。 

○４番 内谷邦彦議員 丁寧な説明ありがとうご

ざいました。 

 総合政策課課長に伺いますけども、協議会で

の説明では、新たな設備、施設設備のためでな

く、相手国、選手との人的、文化的相互交流を

中心に展開したいとありましたが、関係府省庁

の現在の取り組みについて、どのように考えて

いるかと。先ほど市長のほうもいろいろお話し

いただいてましたけども、文部科学省、学校・

家庭・地域の連携協力推進事業、地域と学校が

連携、共同して、地域全体で未来を担う子供た

ちの成長を支えていくさまざまな活動を推進、

予算額として平成28年度で52億4,600万円。ス

ポーツ庁で、地域スポーツコミッションへの活

動支援、誰もがスポーツを通じていつまでも健

康で活力ある生活が営めるよう、まちづくりや

地域スポーツコミッションの活動を支援し、活

力ある地域社会を目指す、予算額３億7,400万

円と、さまざまな支援事業が今出ておりますけ

ども、こういったものに関してはどのように考

えてるかと。こういったものをやっぱり私とし

ては最大限、先ほど市長もおっしゃったように、

利用すべきだと思っております。 

 ホストタウンという部分に関しては、当然国

との交流というのも大事だとは思うんですけど
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も、やっぱりそれを利用して、いかに長井市を

よくするかということを最大限に考えていただ

きたいと思ってるんですが、総合政策課長、い

かがでしょう。 

○渋谷佐輔議長 竹田利弘総合政策課長。 

○竹田利弘総合政策課長 お答えいたします。 

 今のホストタウンの交流計画書の作成といい

ますか、申請に当たっての事務的なものといた

しましては、交流計画書に書かなければいけな

いことの情報収集をまず行っております。あと、

その中で特に重要なのが、相手国からの相当程

度の内諾、例えば大使館のほうからの協力依頼

とか、あと、相手国との競技団体との内諾等が

まず必要になってきますので、ＪＩＣＡの職員

の方が非常にタンザニアと太いパイプを持って

おりますので、その方とか、あと、大使館の職

員の方と連絡調整をしながら、まず関係構築を

第１番に考えております。 

 それで、先ほど教育長からも答弁ございまし

たが、その中で、やっぱり青少年の交流がどち

らかというと主体的になって、要するにこれか

らを担う人材交流が主体的になってきますので、

各市町村の状況を今いろいろ、どのようなこと

が効果的かということを調査しておりまして、

この９月中に庁内である程度の意見合意を見ま

して、あと、実際、第１番目の候補となります

タンザニアにつきましては、陸上の長距離が主

体でございますので、その辺、陸上の団体とか、

そういうところとも連絡調整も図りながら、ど

ういった交流計画をつくっていくかというのが

まず第１番になると思います。 

 その上で、そういった文部科学省の補助金、

あと、そういったものの補助制度のないものに

つきましては、いわゆる先ほど市長からありま

したように、特別交付税の対象になりますので、

その辺、どこまで対象になるのかということを

ある程度把握できてきましたので、より効果的

に、なるべく一般財源をかけずに、国から支援

をいただくような方向で、いろいろ策を考えて

いきたいというふうに考えております。 

○渋谷佐輔議長 ４番、内谷邦彦議員。 

○４番 内谷邦彦議員 そこで、ちょっとお願い

というか、申請が認められて、事前合宿を行う

となった場合に、現在の学習プラザ運動公園の

陸上競技場でトレーニングをするというふうな

形になるとは思うんですけども、あそこ、非常

に日陰は一切ない状況なものですから、ぜひと

も日陰をつくるような手だてが何かないかを検

討していただければありがたいなと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 あと、先ほど地域活性化推進市長連合に加入

されてますというお話がありましたけども、こ

れ、どのようなことを計画しているのか、伺え

ればありがたいんですが。 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 済みません、上着を脱いで申し

わけありません。 

 これは、全国の300幾つかの自治体で、みず

から声をかけて参加しようということで集まっ

た団体でございます。その目的は、東京オリン

ピック・パラリンピックを地域の活性化に生か

していこうという目的でございまして、じゃあ、

具体的にどんな事業をするかということでござ

いますが、まず第一に、これは加入する際に加

入金もかかりますので、しっかりと私ども長井

市として成果を上げることができるかというこ

とも大事です。やっぱり私どもは言い出しっぺ

ではないんですが、言い出したところの方針を

見ますと、その第一に、東京オリンピック・パ

ラリンピックの開催期間中、東京の例えば表参

道のある一画に広い地域を借りて、そこに選手

団はもちろんですが、観光でいらした、多くの

応援にいらした海外のお客様に見ていただける

ような市町村のブースを出すことができる。な

おかつ、そこでは販売とか飲食もできるという

ことから、ぜひこれはインバウンドといいます
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か、私ども山形県長井市に外国からお客様にお

越しいただく呼び水にもなりますし、あと、私

どもとしては、例えばけん玉のような世界に誇

るべきこういう競技、あるいは文化的なものも

ございますので、そんなことで活用しようとい

うことが目的でございます。 

 具体的には、やっぱり先ほど申し上げました

けども、まだ国内は東京オリンピック・パラリ

ンピック、全く盛り上がってませんで、どちら

かというとマイナスな話ばっかりなんですよね、

エンブレムの話やら、競技場の金額が何倍にも

膨れ上がったとかということなんですが、これ

はだんだん近づくにつれて、リオでもオリンピ

ックで最高の今メダル数ですね。東京オリンピ

ック・パラリンピックはこれをもうさらに上回

るということで、いろんな団体が盛り上がると

思いますので、具体的には、これからどんなこ

とをやるかということで、ことし、来年ぐらい

が一番の根幹をなす部分の話し合いになるんじ

ゃないかなと思っておりますので、もし何かご

提言などもいただければというふうに思います。 

○渋谷佐輔議長 ４番、内谷邦彦議員。 

○４番 内谷邦彦議員 ありがとうございました。 

 次、厚生参事に伺いたいんですが、先ほど年

齢構成を伺いました。60歳代で13名、70歳代で

４名、これ、移られておりますけども、この移

られている理由というのはわかられるんでしょ

うか。 

○渋谷佐輔議長 松木幸嗣厚生参事。 

○松木幸嗣厚生参事 多分具体的な数字というの

は、統計的にはとってないというふうに思って

ます。ですので、私どもの、私のというんです

かね、しかも、情報の話という前提でございま

すが、一つには、市外、県外にいらっしゃるお

子さんとの同居というのがまず一つのパターン

であろうというふうに思ってます。あと、退職

後、例えば私が所掌している医療関係の方なん

かですと、退職後の新天地を目指して、首都圏

なり仙台圏にいらっしゃるということもお聞き

してます。また、当方、福祉サイドで持ってま

す一つのデータとしまして、いわゆる福祉施設、

市外の施設に移転なさるという方も、残念なが

らいらっしゃいます。いわゆる住所地特例とい

う特例を使う形であります。その方は、１月か

ら６月の間で３名いらっしゃいました。 

○渋谷佐輔議長 ４番、内谷邦彦議員。 

○４番 内谷邦彦議員 当然、呼び寄せ高齢者と

いう方がいらっしゃると思います。長年、長井

市に貢献されて、住めなくなって、子供さんの

ところにいらっしゃるというのは、非常に我々

としても大変残念なことだと思いますので、や

っぱりそのようなことがないような取り組みと

いうのはできないんでしょうかというふうなこ

とを検討していただければありがたいなと思っ

てます。 

 逆にお子様のほうが逆に心配なされている状

況だと思いますので、そのお子様が、一人でも

暮らしていける長井市になれば、安心して親を

預けておける長井市になれば、逆にそういった

形で移住者、ＣＣＲＣとか、いろいろやられて

いるようですけども、そういった部分では、逆

に安心感につながるんではないかというふうに

考えてますので、その辺も今後検討していただ

ければありがたいなと思います。 

 あと、地域づくり推進課長の先ほどの若者の

移住者という部分に関して、設定はないという

ことなんですけども、2014年の資料になります

けども、移住者が多いのが岡山県で1,737名、

鳥取県が1,246名、長野県が953名、ちなみに、

この資料では、山形県では62名しかいません。

こういった地方自治体では、一体どのような取

り組みをやっているのか、調査なされたことは

あるのか、伺いたいのですが。 

○渋谷佐輔議長 松木 満地域づくり推進課長。 

○松木 満地域づくり推進課長 そのような調査

はしたことがないというふうに承知してござい
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ます。 

○渋谷佐輔議長 ４番、内谷邦彦議員。 

○４番 内谷邦彦議員 ぜひ、移住が多い地域と

いうのは、かなりの方策を立てているなり、補

助金を出しているのか、ちょっと私もわかりま

せんけども、常にこういった情報に関しては調

べて、それが長井市に生かされないのかどうか、

そういったことをやっていかないと、いろいろ

市庁舎の方というのはいろいろ考えていらっし

ゃると思いますけども、やはりほかの自治体で

はどういった取り組みをやってるか、その辺を

十分に調査なされて、それを生かして今後移住

者がふえるような形をとっていただけると思い

ますが、その辺はいかがでしょうか。 

○渋谷佐輔議長 松木 満地域づくり推進課長。 

○松木 満地域づくり推進課長 大変貴重なご意

見ありがとうございます。そのようにいいもの

は取り入れていくというようなことで、勉強し

てまいりたいと思いますので、今後ともご指導

よろしくお願いしたいと思います。 

○渋谷佐輔議長 ４番、内谷邦彦議員。 

○４番 内谷邦彦議員 ありがとう。じゃあ、よ

ろしくお願いいたします。 

 以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

○渋谷佐輔議長 ここで昼食のため暫時休憩しま

す。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午前１１時５７分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○渋谷佐輔議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 宇津木正紀議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 次に、順位３番、議席番号１番、

宇津木正紀議員。 

  （１番宇津木正紀議員登壇） 

○１番 宇津木正紀議員 残暑大変厳しい午後の

１番バッターとして質問台に立ちます。よろし

くお願いいたします。 

 ６月議会の一般質問でお願いしました、すみ

れ学園の利用者増による問題解消として、７月

１日から旧清水保育園に移転し、また、職員体

制も指導員が１人増員されました。これにより、

すみれ学園は、施設面や人員体制が拡充、充実

されました。以前より広々とした施設で、子供

たちは伸び伸びと過ごしています。また、保護

者も安心して子供たちを預けられるようになっ

たとの声が寄せられています。当局の素早い対

応に感謝いたします。 

 すみれ学園については、これからも市の大事

な児童施設として見守っていきたいと思ってい

ます。 

 それでは、活力と生きがいのある長井市にな

ることを願い、以下の３項目について質問いた

します。６月議会一般質問の答弁のように、簡

潔で明瞭な答弁をよろしくお願いいたします。 

 １、六次産業化について。 

 六次産業化については、重要な事業と思って

います。特色があり、産業振興に資する製品が

数多く生み出されることを願い、何点か伺いま

す。 

 最初に、これまでの実績と取り組み、課題に

ついて、産業参事に伺います。 

 平成22年度に開業した菜なポートでは、１年

目の売り上げ約7,700万円から６年目の27年度

には１億7,800万円と売り上げが伸びています。

年々六次産業化された製品もふえて、売り上げ

増の後押しとなっていると感じています。菜な


